四国中央商工会議所
『創業支援カリキュラム』

～支援テーマ～
①『経営』　②『財務』　③『雇用と人材育成』　④『販路開拓（商取引）』　　
４つのテーマそれぞれ1時間以上受講（担当講師：経営指導員）
※別途専門分野における比較的高度な相談については、無料の専門家派遣制度を活用する。（専門家派遣機関：よろず支援相談・ミラサポ）　
※随時開催する。ただし1回（1日）につき1テーマのみとし、２カ月以内にすべてのテーマを実施する。
～カリキュラム受講の効果及び活用～

１．本カリキュラムを受講することで、創業に必要な基礎的知識を身に付けることができる。
２．４つの支援項目をそれぞれ1時間以上受講した者には、当所の「創業支援カリキュラム　終了書」を発行する。
３．「創業支援カリキュラム　終了書」（写し）を四国中央市に提出することで、特定創業支援事業証明書の発行を受けることが出来る。
（2019年４月1日運用開始）
《　日　程　表　》
創業者（予定者）　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	支援テーマ
	日　時
	経営指導員

	①経営
	　　月　　日（　　）　　：　　～　　：　　
	角　川

	②財務
	　　月　　日（　　）　　：　　～　　：　　
	髙　橋

	③雇用と人材育成
	　　月　　日（　　）　　：　　～　　：　　
	山　本

	④販路開拓（商取引）
	　　月　　日（　　）　　：　　～　　：　　
	井　原

	（備考）


創業前のチェックポイント
【創業動機】 　
創業への想いを読み手に伝えることは、創業計画の内容を理解してもらう 第一歩です。
次の項目をチェックしてみましょう。 　
□　創業は思いつきではなく、以前から考えていたことですか？ 　
□　創業することによって実現したいことは、明確になっていますか？ 　
□　創業することに対して家族や周囲の理解はありますか？ 　
□　創業後に困難が待ち受けていても、それに打ち克つ強い気持ちを持っていますか？
【事業経験】 　
創業する事業の経験が豊富にあれば、事業の成功確率を高めることができ ます。
次の項目をチェックして、確かな経験を積んでいるか確認してみましょう。 　
□　必要なスキルを身につけるための十分な勤務を積んでいますか？ 　
□　経営者になるための知識・人脈は、ありますか？ 　
□　勤務時代に任されていたこと（担当業務、役職等）や実績はきちんと答えられますか？ 　□　これまでに勤務先を変更したことがある場合、その理由を説明できますか？
日本政策金融公庫『創業の手引き』より抜粋

支援テーマ①『経営』
１．経営理念
　　ビジョン、事業マインドの明確化
２．経営戦略
　　目標、目的の明確化　
　　　組織形態（個人、法人等）
３．事業計画（ビジネスプラン）
許認可取得
商品（製品）又はサービス分析

販売計画
・市場分析（外部環境分析）
・ターゲット（対象）と販売戦略
　　　・価格分析
　　仕入れ計画
	《参考資料、関連機関》
よろず支援拠点・ミラサポ、保健所


支援テーマ②『財務』
１．記帳能力（税務申告）
　　開業届、記帳、申告（青色・白色）
　　所得税、事業税、住民税の基礎知識

２．収支（損益）計画
　　売上高、売上原価、諸経費の根拠

　　　
　３．資金計画
　　　自己資金と借入計画、資金調達方法
資金繰り（３カ月程度の運転資金確保、返済計画）
４．事業計画書作成
　　日本政策金融公庫が使用している事業計画書を作成
	《参考資料、関連機関》
日本政策金融公庫、税務署、税理士会、青色申告会、金融機関


支援テーマ③『雇用と人材育成』
１．雇用（採用）計画
　　人材確保の方法
２．雇用にかかる保険、福利厚生
　　労働保険、健康保険
　　総合火災共済、コスモス共済、退職金（退職金共済）・・・
　　税金（源泉徴収）
健康診断（商工会議所）

３．人材育成計画
　　資格取得
　　セミナー、講習会

　　「新入社員教育」「複式簿記講座」「優良従業員表彰」（商工会議所）　
　４．助成金制度の活用
	《参考資料、関連機関》
中小企業大学校、中小機構、労務士、労働保険事務組合、ハローワーク、労働基準監督署、年金機構、


支援テーマ④『販路開拓（商取引）』
１．広告宣伝方法
　　キャッチコピー（自社商品、サービスの特徴）
広告媒体（新聞折込、ホームページ、SNS）
　　費用計画（年間費用、回数、タイミング）
　　

２．販売方法
　　店舗販売、委託販売、ネット販売
現金・キャッシュレス
３．専門家の活用
　　よろず支援相談・ミラサポ
４．展示会、見本市
　　　
　５．補助金制度の活用
	《参考資料、関連機関》
ジェトロ（海外取引・貿易）、発明協会（特許、意匠登録）、よろず支援拠点、ミラサポ、


日本政策金融公庫を利用した創業者からのメッセージ

～これから創業される方へ ～
（１）この商売が本当に好きなのか、よく考えること。好きでなければ続かない。 
（37歳 飲食業）

（２）開業場所は吟味する。家賃交渉もしっかり行う。 （26歳 小売業）

（３）準備は着々と、チャンスは逃さない。 （25歳 サービス業）

（４）返済計画をしっかり立てて、無理のない借入をする。無駄遣いはしない。 
（42歳 サービス業）

（５）生半可な気持ちでは後悔する。 （46歳 サービス業）

（６）開業前にしっかり悩み、開業後の方向性をしっかり決めておく。 （29歳 小売業）

（７）「売上は予想の半分と思え」と言われたことが現実味を帯びている。 
（40歳 飲食業）

（８）資金繰りは切実。とにかく運転資金は余裕をもたせること。 （49歳 サービス業）

（９）思っていた以上に費用がかかる。資金はできるだけ多く準備する。 
（47歳 小売業）

（10）資金調達は早めに、自己資金は多めに。資金管理は他人任せにしない。 
（46歳 小売業）

（11）予想しない出費が発生するので、運転資金は余裕をもっておく。 
（30歳 サービス業）

（12）スタッフの信頼を得るためには、安定した資金繰りは不可欠。 （39歳 製造業）

（13）社長より働く従業員はいない。 （36歳 サービス業）

（14）信念を持ちつづける。お客様の意見に耳を傾ける。 （61歳 飲食業）

（15）借りたものは、どんなことがあっても返すこと。 （41歳 建設業）

（16）一番大切なことは人間関係。誠意をもって接すること。 （49歳 建設業）

（17）夢と希望とハングリー精神が必要。 （46歳 飲食業）

（18）自分ひとりで悩まない。成功している経営者と仲良くしておく。 
（32歳 サービス業）

（19）家族の理解と協力が不可欠。 （29歳 飲食業）

（20）常に状況は変化する。変化を予測しながら次の手を打つ。 （38歳 サービス業）

（21）人脈と情報を十分に活用する。 （54歳 製造業）

（22）実力があれば、口コミで評判が伝わる。 （55歳 サービス業）

（23）チャンスを逃がさず、積極的に行動する。始めたからには負けずに努力する。 
（67歳 飲食業）

（24）優れた商品であっても、売れるとは限らない。どのように売るのかが大切。 
（27歳 製造業）

日本政策金融公庫『創業の手引き』より抜粋
商工会議所では、
こんなことをしています

　小規模事業者の方々を主に対象とし、経営・労働・税務・金融・情報など経営にかかわる様々な問題に対し、経営指導員を中心に無料での相談応じています。

■決算・確定申告のことが良くわからない■
当所内にある青色申告会や市内で営業されている税理士の方々と協力し、個人事業主の記帳から年末調整、確定申告まで、相談、指導を行っています。

■もっと知識の幅を広げたい■
　経営セミナー・経済セミナー・雇用セミナー・女性セミナー・新入社員研修・簿記講習会など様々な講演会、セミナーをタイムリーな内容で随時開催しています。

■労働保険のことがわからない■
　従業員の労災・雇用保険に関する届出事務を代行しています。また、事務委託をすると、事業主や家族従業員、役員の方でも労災保険に加入することができます。

■異業種交流■
　部会や青年部、女性会など様々な分野における異業種交流ができます。

■各種保険、共済の照会、斡旋■
　経営者や従業員の退職金積立制度、休業補償制度、ＰＬ保険ほか各種保険、共済の取次ぎ、斡旋を行っています。

■事業資金について相談したい■

　商工会議所では、国、県、市の融資制度について、紹介や推薦を行っているほか、愛媛県信用保証協会や金融機関と連携を図り、会員向けに有利な融資制度を設けています。

■その他のサービスと事業■
　優良従業員表彰、取引照会、貿易証明書の発給、各種検定試験、各種イベント、地域活性化事業など


【年会費】　個人６千円（３口）以上

法人１万円（５口）以上＋特定商工業者負担金２千円

入会金は不要です。
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The Shikokuchuo Chamber of Commerce & Industry

四国中央商工会議所・中小企業相談所
〒99-0111愛媛県四国中央市金生町下分７８９番地１
TEL　（0896）58-3530　FAX　（0896）58-6294
URL　http://e-scci.or.jp

商工会議所法


商工会議所は、古い歴史を背景に発展してきましたが、今の制度は昭和２８年８月に制定された“商工会議所法”という特別な法律によって運営されている認可法人です。


　商工会議所は、その地区内における商工業の総合的な改善発達を図るとともに、社会一般の福祉の増進に資することを目的としています。（商工会議所法第６条）
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　商工会議所は、地域の商工業者の世論を代表し、商工業の振興に力を注いで、地域経済の健全な発展に寄与するための地域総合経済団体です。


したがって、商工会議所の活動には、大企業も中小企業も、みんなの力を合わせて、地域を住みよく、働きやすいところにしようという念願がこめられています。








